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2018年 5月 21日号 

調査情報部  

今週の見通し 

先週の東京市場は、戻りを試す動きが続き、日経平均は 2月上旬以来約 3か月半ぶりに 23000円手前まで上

昇した。米長期金利の上昇や北朝鮮情勢への警戒観が一時高まったものの、3月期決算の発表一巡による買い

安心感と、一時1ドル111円まで進んだ円安が支えとなり、輸出関連株中心にしっかりの展開となった。好業績銘

柄が高値追いとなったほか、バリュー系銘柄の底堅さも目を引いた。米国市場は、利上げ観測の後退を背景に

NYダウが 14日まで 8連騰を演じたが、原油高によるインフレ高進懸念から、10年債利回りが約 6年 10か月ぶ

りの水準まで上昇すると、その後はもみ合いとなった。為替市場でドル円は、米長期債利回りの上昇を受けてド

ル高円安となり、約 4か月ぶりに 1ドル 111円ちょうどまで円安が進んだ。ユーロ円は、ドイツ 10年債利回りの反

転上昇を受けて、1ユーロ 131円台まで買い戻された。 

今週の東京市場は、引き続き戻り歩調となろう。米長期金利や原油相場の動向を睨みつつも、為替の円安に

よる企業業績の先行き不透明感後退を背景に、しっかりの展開となろう。今期の増益率が高い銘柄やバリュエー

ション面で割安感の強い銘柄に見直し買いが続こう。米国市場は米朝関係や中東情勢、米中貿易交渉などに加

え、原油、長期金利動向を睨みつつ、やや神経質ながらも底堅い展開となろう。為替市場でドル円は日米金利差

拡大を意識して、ドル強含みの展開が続き、1ドル 110円台を固める動きとなろう。ユーロ円は長期債利回りの反

発とともに、1ユーロ 131円前後でユーロ強含みとなろう。 

今週、国内では 21日＇月（に 4月の貿易統計、22日(火)に 5月の月例経済報告、23日(水)に 3月の全産業活

動指数が発表される。一方、海外では 23日に 5月のユーロ圏 PMI、4月の米新築住宅販売、24日(木)に 4月の

米中古住宅販売、25 日(金)に 5 月の独 IFO 景況感、4 月の米耐久財受注が発表されるほか、22 日には米韓首

脳会談、26日(土)には日露首脳会談が行われる。 

テクニカル面で日経平均は日足一目均衡表の転換線をサポートに緩やかな上昇トレンドが継続した。25 日線

とのかい離率は概ね 2～3％の範囲で、さほど過熱感は見られない。当面は 2月 5日に空けた窓(23122円)が戻

りめどとなるが、これを抜ければ、1 月 23 日高値(24129 円)を中期的に目指す可能性が出て来よう。一方、下値

めどは日足の一目均衡表の転換線(22659円：18日現在)や 26週線(22385円：同)、25日線(22339円：同)などと

なろう。(大谷 正之) 
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各種指数の推移 ＇Bloombergデータより証券ジャパン調査情報部が作成（ 
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☆19年 3月期予想営業増益率が高く、株価がテクニカル的に好位置にある主な取組良好銘柄群 

東証 1部 3月期企業の決算が出揃った。想定以上に保守的な見通しを発表した企業もあったが、2019年 3月

期営業利益で二桁の増益見通しを発表した企業は 430 社強に達している。株価がテクニカル的に好位置にある

銘柄が多く存在する中、信用倍率が低水準で取組良好な銘柄も散見され、注目したい。       ＇野坂 晃一（ 

 

投資のヒント 
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大陽日酸＇4091･東 1（ 

前期業績は売上収益が前年比 11.1％増の 6462.1

億円、営業利益が同 11.5％増の 598.6 億円となった。

主力のガス事業が国内では、産業ガス関連の酸素や

窒素、アルゴンなどセパレートガスが鉄鋼、化学向け

などを中心に好調だったほか、エレクトロニクス関連で

は液晶パネル・半導体関連向けに需要が増加した。

また、エネルギー関連では LPガスが輸入価格の上昇

で販価も上がり、前年を大きく上回った。米国では昨

年エア・リキード社から買収した事業が大きく寄与した

ほか、炭酸ガスの出荷増で大幅な増収増益となった。

中国、韓国、台湾では、エレクトロニクス関連が大きく

伸びたほか、16年12月に連結子会社化した豪州のス

パガス社の寄与もあり、大幅増収増益となった。今期

は売上収益6700億円(前期比3.7％増)、営業利益645

億円(同 7.7％増)を計画している。為替前提は 1 ドル

105 円。今期も内外で液晶パネルや半導体向け産業

ガスの好調が続くとみられるほか、積極的な設備投資

の拡大やグループシナジーの最大化によって、全セグ

メントで増収増益を目指す。＇大谷 正之（ 

 

アルゴグラフィックス(7595･東 1（ 

前期業績は売上高が前年比 15.3％増の 401.7億円、

営業利益が同 20.6％増の 37.5億円となった。連結子

会社ジーダットが中心となって手掛けている EDA(半導

体や電子機器の自動設計)事業はアウトソーシング関

連ビジネスが順調に推移し増収となったものの、本社

移転や人員増に伴う費用増で減益となった。一方、主

力の PLM(製品ライフサイクル管理)事業は投資意欲

が旺盛な自動車業界や半導体業界向けを中心に好

調で増収増益となった。今期は売上高が 416億円(前

期比 3.5％増)、営業利益が 39.5億円(同 5.3％増)を計

画している。同社はワンストップソリューションのさらな

る進化を目指して、2018年度を最終年度とする中期 3

か年計画を推進中だが、営業利益の目標である 31億

円を 1年前倒しで達成した。さらに今期も自動車や半

導体分野の開発投資は高水準が続くとみられ、最高

純益の連続更新が期待される。＇大谷 正之（ 

今週の参考銘柄 
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リクルートＨＤ＇6098（ 
前期＇ＩＦＲＳに変更（は 3つの事業が全て増収となり、営業収益は前年比 11.9％増の 2兆 1733億円と 2兆円の

大台に乗せた。ＨＲテクノロジー＇2012 年に買収した求人サイト「Indeed」など（は前年比 65％増と大きく伸びた他、

メディア＆ソリューション＇販促及び人材募集分野など（では美容予約サイト「ホットペーパービューティ」の好調、

国内人材募集も好調だった。人材派遣も好調な市場環境を受けて 2桁の伸び。また、営業利益は同 0.9％減の

1917億円。前期に株式売却益を計上した反動による。今期の営業収益は前年比 5.9％増の 2兆 3020億円、営

業利益は同 9.5％増の 2100億円を見込む。なお、12億ドルを投じて求人の口コミ情報サイトを運営する

「Glassdoor」を買収すると発表した。買収によるデータベースの強化、シナジー効果などが期待され、今後も

「Indeed」が成長のけん引役として期待されよう。 

 

日本ケミコン＇6997（ 
前期の売上高は前年比 14.7％増の 1333億円、営業利益は同 74.3％増の 58.18億円。アルミ電解コンデンサを

中心に好調で売上高は会社計画を上回ったものの、旺盛な需要対応によるコストが増加するなどで営業利益は

会社計画を若干下回った他、経常利益は為替差損の計上、当期利益は独禁法関連損失の計上などでそれぞれ

会社計画を大きく下回った。今期の売上高は前年比 5％増の 1400億円、経常利益は同 58.5％増の 70億円を計

画。自動車のＣＡＳＥ化、第 4次産業革命の波という大きな構造変化の中で、主力のアルミ電解コンデンサを始め

とした部品需要の拡大が続くとみられる。また、設備投資額は 100億円＇前期 75.25億円（、研究開発費は 45億

円＇同 42.08億円（と成長戦略投資を行う方針。なお、今期の為替前提は 1 ドル 105円、1ユーロ 125円。 

 

明治ＨＤ＇2269（ 
中期経営計画の経営目標は、2021年 3月期に売上高 1兆 3500億円＇今期会社計画 1兆 2600億円（、営業利

益 1250億円＇同 995億円（、ＲＯＥ13％台＇同 12.4％（。食品事業ではヨーグルト、チョコレート、栄養食品、薬品事

業では感染症領域、免疫・炎症領域やジェネリックの強化・高収益化などを行う他、海外の成長に向けての積極

投資、構造改革の継続などで目標実現を目指す。 

 

オークマ＇6103（ 
今期の営業利益は前年比17.8％増の265億円を計画。円高、原材料価格上昇、先行投資費用増などがあるが、

販売拡大、値上げなどでカバーする見通し。自動車のＣＡＳＥ化、省人・省力化投資の勢いは当面衰えそうもなく、

好業績が続くとみている。なお、昨年の半ばからリニアガイドなどの部品不足が深刻化、売上高が受注増に追い

つかない状況に陥っていたが、同社ではサプライヤーの増産や調達先の拡大などによって足元では落ち着いて

きた模様。 

 

ソニー＇6758（  
5月 22日に経営方針説明会、IR Dayを開催予定。中期的な成長戦略の内容、イメージセンサーなどの需要動向

や用途拡大などに注目。 

 

住友金属鉱山＇5713（ 
電池材料事業の拡大が予想される。自動車のＣＡＳＥ化が進む中で車載用二次電池の需要増加が見込まれ、同

社は電池材料の増産を進めてきた。今後も最優先顧客の増産部分を積極的に受注する方針だが、将来的には

トヨタ向けにも期待されよう。なお、今期＇ＩＦＲＳを導入（の税引前損益は 1210億円を見込む。会社側が試算した

前期実績比で 152億円の増益となる計算。銅を 6500 ドル/トン、ニッケルを 6 ドル/ポンド、金を 1300 ドル/トロイ

オンス、為替 1 ドル 105円の前提で、概ね保守的な会社計画と思われる。 

 

アンリツ＇6754（ 
5Ｇ関連投資がようやく同社の収益に貢献してくる局面となりそう。 

                           ＇増田 克実（ 

今週の参考銘柄 
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＜国内スケジュール＞ 

５月２１日＇月（ 

４月貿易統計＇８：５０、財務省（ 

４月首都圏マンション発売＇１３：００、不動産経済研（ 

４月半導体製造装置販売高＇１６：００、ＳＥＡＪ（ 

４月主要コンビニ売上高＇１６：００、日本フランチャイズチェーン協会（ 

５月２２日＇火（  

基調的なインフレを補足するための指標＇１４：００、日銀（ 

月例経済報告関係閣僚会議、終了後、５月の月例経済報告＇内閣府（ 

５月２３日＇水（ 

３月全産業活動指数＇１３：３０、経産省（ 

４月の粗鋼生産＇１４：００、鉄連（ 

４月民生用電子機器国内出荷＇１４：００、ＪＥＩＴＡ（ 

５月２４日＇木（ 

特になし 

５月２５日＇金（ 

５月東京都区部消費者物価＇８：３０、総務省（ 

３カ月予報＇気象庁（ 
 

＜国内決算＞ 

５月２１日＇月（ 

12:00～  光通信<9435> 

５月２５日＇金（ 

時間未定 オンキョー<6628> 

  

タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ 
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＜海外スケジュール・現地時間＞ 

５月２１日＇月（ 

Ｇ２０外相会合＇ブエノスアイレス（ 

休場  カナダ＇ビクトリア女王誕生日（、独、スイス、ハンガリー＇聖霊降臨祭（ 

５月２２日＇火（  

米韓首脳会談＇ワシントンＤＣ（ 

休場  香港、韓国＇釈迦生誕日（ 

５月２３日＇水（ 

欧  ５月ユーロ圏ＰＭＩ 

米  ４月新築住宅販売 

１・２日のＦＯＭＣ議事要旨 

５月２４日＇木（ 

米  ４月中古住宅販売 

サンクトペテルブルク国際経済フォーラム＇２５日安倍首相出席、２６日まで、ロシア・サンクトペテルブルク（ 

露仏首脳会談＇ロシア・サンクトペテルブルク（ 

ユーロ圏財務相会合＇ブリュッセル（ 

５月２５日＇金（ 

独  ５月ＩＦＯ景況感 

米  ４月耐久財受注 

ＡＰＥＣ貿易相会合＇２６日まで、パプアニューギニア・ポートモレスビー（ 

ＥＵ財務相理事会＇ブリュッセル（ 

ＥＵで GDPR＇ＥＵ一般データ保護規則（が施行 

５月２６日＇土（ 

日露首脳会談、日露相互交流年開幕式＇モスクワ（ 

５月２７日＇日（  

コロンビア大統領選 

 

＜海外決算・現地時間＞ 

５月２２日＇火（  

ＨＰ、トール・ブラザーズ 

５月２３日＇水（ 

ティファニー、ターゲット 

５月２４日＇木（ 

ギャップ、オートデスク、ベスト・バイ 

＇東 瑞輝（ 

タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ 
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投資にあたっての注意事項 

●手数料について 

○国内金融商品取引所上場株式の委託取引を行う場合、一取引につき対面取引では約定代金に対して最大

1.2420％（税込）（但し、最低 2,700 円（税込））の委託手数料をご負担いただきます。また、インターネッ

ト取引では、「約定毎手数料コース」においては、1 取引の約定代金が 100万円以下の場合は１取引につき 540

円（税込）、1取引の約定代金が 100 万円超の場合は 1取引につき 1,080円（税込）の委託手数料をご負担い

ただきます。「1日定額コース」においては、1日の約定代金 300万円ごとに 1,620 円（税込）の委託手数料

をご負担いただきます。 

募集等により取得する場合は購入対価のみをお支払いただきます。 

※1日定額コースは、取引回数（注 1）が 30回以上の場合、現行の手数料に加えて 21,600円（税込）の追加

手数料を加算させていただきます。（注 2） 

 注 1取引回数＝約定に至った注文の数 

 注 2複数市場へのご注文は市場ごとに 1 回の注文となります。 

○外国金融商品取引所上場株式の外国取引を行う場合、売買金額（現地約定代金に買いの場合は現地諸費用を

加え、売りの場合は現地諸費用を差し引いた額）に対して最大 1.2960％（税込）の取次手数料をご負担いた

だきます。 

○非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付けいただく場合は購入対価の

みをお支払いいただきます。 

○投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料及び信託報酬等諸経費等をご負担いただきます。 

○外貨建て商品の場合、円貨と外貨の交換、または異なる外貨間の交換については、為替市場の動向に応じて

当社が決定した為替レートによります。 

●リスクについて 

○株式は、株価変動による元本の損失を生じるおそれがあります。また、信用取引を行う場合は、対面取引に

おいては建玉金額の 30％以上かつ 100 万円以上、インターネット取引においては建玉金額の 30％以上かつ

30 万円以上の委託保証金の差し入れが必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が多額となり差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。外国株式の

場合、為替相場によっても元本の損失を生じるおそれがあります。 

○債券は、金利水準の変動等により価格が上下することから、元本の損失を生じるおそれがあります。 

外国債券は、金利水準に加えて、為替相場の変動により元本の損失を生じるおそれがあります。 

○投資信託は、銘柄により異なるリスクが存在しており、各銘柄の組入有価証券の価格の変動により元本の損

失を生じるおそれがあります。各銘柄のリスクにつきましては目論見書等をよくお読み下さい。 

●お取引にあたっては、開設された口座や商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をよくお読みへ下さい。これら目論見書等、資料の

ご請求は各店の窓口までお申出下さい。 

●銘柄の選択、投資に関する最終決定はご自身の判断でお願いいたします。 

●本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成したものですが、その正確性、完全性を保証したもので

はありません。本資料に示された意見や予測は、資料作成時点での当社の見通しであり今後予告なしに当社

の判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテンツ及び体裁等も当社の判断で随時変更する

ことがあります。 

2018 年 5 月 18 日現在、金融商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しており

ます。今後、金融商品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

●当社の概要 

商号等：株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170 号 

加入協会：日本証券業協会 

 

 コンプライアンス推進部審査済 2018年 5月 18日 


